
Ⅴ　歳出の状況

　1.　目 的 別 歳 出

　目的別歳出の内訳は、第20表のとおりである。

　　　　目的別歳出の主な内訳は、民生費が2,283億4,937万円（構成比33.8％）、総務費が845億7,445万円（構成

比12.5％）、教育費が804億4,436万円（構成比11.9％）、公債費が777億2,289万円（構成比11.5％）、土木費

が689億3,839万円（構成比10.2％）となっている。

　対前年度伸び率では、①総務費は、旧合併特例事業債を財源とした積立金の減などにより、2.2％の減（前

年度6.7％増）、②民生費は、臨時福祉給付金の増などにより、3.2％の増（前年度0.7％増）、③教育費は、

一部市町村における体育施設整備事業の増などにより、12.8％の増（前年度5.8％増）、④公債費は、地方

債元利償還金の減などにより、2.9％の減（前年度3.5％減）

などから、歳出全体の対前年度伸び率は0.8％の増（前年度0.0％減）となった。

第20表　目的別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

構成比 構成比 28年度 27年度

議 会 費 5,329,727 0.8 5,774,008 0.9 △444,281 △7.7 △0.5

総 務 費 84,574,445 12.5 86,503,256 12.9 △1,928,811 △2.2 6.7

目 民 生 費 228,349,372 33.8 221,273,536 33.0 7,075,836 3.2 0.7

衛 生 費 54,924,667 8.1 56,441,041 8.4 △1,516,374 △2.7 △9.4

労 働 費 523,272 0.1 1,138,657 0.2 △615,385 △54.0 △30.6

農 林 水 産 業 費 27,499,091 4.1 28,924,729 4.3 △1,425,638 △4.9 4.9

的 商 工 費 16,435,691 2.4 17,707,999 2.7 △1,272,308 △7.2 8.2

土 木 費 68,938,388 10.2 69,420,330 10.4 △481,942 △0.7 3.2

消 防 費 29,395,026 4.3 29,087,125 4.3 307,901 1.1 △11.4

教 育 費 80,444,364 11.9 71,337,638 10.6 9,106,726 12.8 5.8

別 災 害 復 旧 費 832,568 0.1 1,452,094 0.2 △619,526 △42.7 △69.3

公 債 費 77,722,894 11.5 80,007,296 11.9 △2,284,402 △2.9 △3.5

諸 支 出 金 1,247,630 0.2 1,478,705 0.2 △231,075 △15.6 26.0

前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 - -

676,217,135 100.0 670,546,414 100.0 5,670,721 0.8 0.0

　2.　性 質 別 歳 出

　　(1) 概　　　　況

　　　　性質別歳出の内訳は、第21表のとおりである。

　　　　義務的経費において、その内訳は、人件費が、地方公務員共済組合等負担金の減などにより3.0％の減

増　減　率

歳　出　合　計

28年度決算額 27年度決算額
増　減　額区　　　　分



（前年度2.1％減）、扶助費が臨時福祉給付金の増などにより4.8％の増（前年度2.4％増）、公債費が、地方債元利

償還金の減などにより2.8％の減（前年度3.6％減）となったことなどから、総額では24億2,792万円、対前年度伸び

率は0.8％の増（前年度0.4％減）となった。その結果、義務的経費の歳出総額に占める割合は45.7％と、前年度から

ほぼ横ばいとなった。

　　　　投資的経費において、普通建設事業費が、一部市町村における体育施設整備事業の増、庁舎整備事業の増などによ

り、9.7％の増（前年度0.2％増）となったことなどから、総額では76億6,738万円、対前年度伸び率は8.8％の増（前

　 年度3.4％減）となった。その結果、投資的経費の歳出総額に占める割合は14.0％と、前年度（12.9％）を1.1ポイン

  ト上回った。

　その他の経費において、その主な内訳は、補助費等が、病院事業会計への負担金等の減などにより、3.5％の減（前

年度2.8％減）、積立金が、旧合併特例事業債を財源とした積立金の減などにより、8.3％の減（前年度14.8％増）、

繰出金が、国民健康保険特別会計繰出金の減などにより、1.6％の減（前年度4.4％増）となったことなどから、

総額では44億2,457万円、対前年度伸び率は1.6％の減（前年度1.5％増）となった。

その結果、その他の経費の歳出総額に占める割合は40.3％と、前年度（41.4％）を1.1ポイント下回った。

第21表　性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

構成比 構成比 28年度 27年度

77,723,945 11.5 80,111,322 11.9 △2,387,377 △3.0 △2.1

153,628,327 22.7 146,546,565 21.9 7,081,762 4.8 2.4

77,722,688 11.5 79,989,158 11.9 △2,266,470 △2.8 △3.6

309,074,960 45.7 306,647,045 45.7 2,427,915 0.8 △0.4

93,503,404 13.8 85,216,503 12.7 8,286,901 9.7 0.2

性 補 助 事 業 費 38,386,566 5.7 40,441,162 6.0 △2,054,596 △5.1 21.5

単 独 事 業 費 55,116,838 8.1 44,775,341 6.7 10,341,497 23.1 △13.4

832,568 0.2 1,452,094 0.2 △619,526 △42.7 △69.3

0 0.0 0 0.0 0 － －

質 94,335,972 14.0 86,668,597 12.9 7,667,375 8.8 △3.4

80,788,439 11.9 79,459,270 11.9 1,329,169 1.7 3.1

12,651,279 1.9 11,496,804 1.7 1,154,475 10.0 △16.4

84,106,422 12.4 87,188,516 13.0 △3,082,094 △3.5 △2.8

別 18,471,395 2.7 20,139,574 3.0 △1,668,179 △8.3 14.8

9,983,353 1.5 11,022,484 1.7 △1,039,131 △9.4 9.6

66,805,315 9.9 67,924,124 10.1 △1,118,809 △1.6 4.4

0 0.0 0 0.0 0 － －

272,806,203 40.3 277,230,772 41.4 △4,424,569 △1.6 1.5

676,217,135 100.0 670,546,414 100.0 5,670,721 0.8 0.0

　※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

　※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

28年度決算額 27年度決算額
増　減　額区　　　　分
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　　　また、性質別歳出を経常的経費、臨時的経費に大別すると、経常的経費の歳出総額に占める割合は72.1％で前年度

　 （72.6％）を0.5ポイント下回った。経常的経費における義務的経費をみると、経常的経費総額に対する比率は、扶助費

　　が29.6％と、前年度と比較して0.4ポイント上回った一方、人件費が15.5％、公債費が15.7％と、前年度と比較してそ

　　れぞれ0.4ポイント、0.2ポイント下回った。義務的経費全体は60.8％で、前年度（61.0％）を下回った。

第22表　性質別歳出の臨時的経費及び経常的経費

（単位：千円、％）

構成比
うち一般財
源充当分

構成比
うち一般財
源充当分

人 件 費 77,723,945 2,055,223 1.1 1,383,221 75,668,722 15.5 73,136,385

物 件 費 80,788,439 19,862,546 10.5 13,790,018 60,925,893 12.5 48,227,010

維 持 補 修 費 12,651,279 2,352,925 1.2 1,783,882 10,298,354 2.1 9,429,939

扶 助 費 153,628,327 9,359,184 4.9 1,828,438 144,269,143 29.6 41,950,893

補 助 費 等 84,106,422 23,542,611 12.5 16,054,839 60,563,811 12.4 55,535,181

公 債 費 77,722,688 1,347,233 0.7 1,059,376 76,375,455 15.7 74,086,655

積 立 金 18,471,395 18,471,395 9.8 13,626,104

投資・出資・貸付金 9,983,353 9,181,836 4.9 3,247,497 801,517 0.2 581,456

繰 出 金 66,805,315 8,417,784 4.5 8,299,534 58,387,531 12.0 47,838,356

前年度繰上充 当金 0 0.0

小 計 581,881,163 94,590,737 50.1 61,072,909 487,290,426 100.0 350,785,875

投 資 的 経 費 94,335,972 94,335,972 49.9 21,392,722 0.0

歳 出 合 計 676,217,135 188,926,709 100.0 82,465,631 487,290,426 100.0 350,785,875

構 成 比 100.0 27.9 12.2 72.1 51.9

臨　時　的　経　費 経　常　的　経　費
区分 決算額



　(2) 性質別歳出の状況

　　ア　人　　件　　費

　　　　人件費の状況は、第23表のとおりである。

　　決算額は、777億2,395万円で歳出総額の11.5％を占めている。対前年度伸び率は、地方公務員共済組合等負担

　　 金の減などにより、総額で3.0％減（前年度2.1％減）となっている。

　　これを細目別にみると、議員報酬手当が0.4％減（前年度7.5％減）、委員等報酬が8.9％減（前年度12.9％増）、

　　 市町村長等特別職の給与が0.6％増（前年度9.0％増）、職員給が1.1％減（前年度1.9％減）、共済組合等負担金が

　　 9.8％減（前年度2.6％減）、退職金が3.8％減（前年度7.0％減）となっている。

第23表　人件費の内訳

増減額

決算額(A) 構成比 決算額(A) 構成比 (A)-(B) 28年度 27年度

議 員 報 酬 手 当 2,790,481 3.6 2,800,400 3.5 △9,919 △0.4 △7.5

委 員 等 報 酬 3,368,497 4.3 3,696,842 4.6 △328,345 △8.9 12.9

市 町 村 長 等
特 別 職 の 給 与

1,196,437 1.5 1,189,596 1.5 6,841 0.6 9.0

職 員 給 49,373,280 63.5 49,902,067 62.3 △528,787 △1.1 △1.9

共済組合等負 担金 10,894,896 14.0 12,079,507 15.1 △1,184,611 △9.8 △2.6

退 職 金 9,590,121 12.3 9,968,742 12.4 △378,621 △3.8 △7.0

そ の 他 510,233 0.8 474,168 0.6 36,065 7.6 △2.9

合 計 77,723,945 100.0 80,111,322 100.0 △2,387,377 △3.0 △2.1

（単位：千円、％）

区　　　分

増減率平成28年度 平成27年度



　　イ　物　　件　　費

　　　　物件費の状況は、第24表のとおりである。

　　決算額は、807億8,844万円で歳出総額の11.9％を占めている。対前年度伸び率は、一部市町村における市立

　　　図書館・図書及び施設用備品購入費の皆増などにより、前年度に比べ1.7％増（前年3.1％増）となっている。

　物件費の内訳では、委託料が56.7％と最も高い比率を占めており、以下需用費、その他の順となっている。

第24表　物件費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 28年度 27年度

4,711,865 5.8 4,596,300 5.8 115,565 2.5 9.2

1,167,487 1.4 1,119,298 1.4 48,189 4.3 3.9

62,030 0.1 60,532 0.1 1,498 2.5 △0.1

17,400,169 21.5 17,627,983 22.2 △227,814 △1.3 △5.2

2,504,734 3.1 2,430,038 3.0 74,696 3.1 1.4

2,530,970 3.1 1,798,349 2.3 732,621 40.7 2.3

45,791,756 56.7 45,809,407 57.6 △17,651 0.0 7.4

6,619,428 8.3 6,017,363 7.6 602,065 10.0 △4.9

80,788,439 100.0 79,459,270 100.0 1,329,169 1.7 3.1

　　ウ　扶　　助　　費

　　　　扶助費の状況は、第25表のとおりである。

　　決算額は、1,536億2,833万円で歳出総額の22.7％を占めている。対前年度伸び率は、臨時福祉給付金の増

　  　などにより、4.8％増（前年度2.4％増）となっている。

　　　　扶助費の内訳では、民生費が96.4％と大部分を占めており、なかでも児童福祉費が43.1％、社会福祉費が

　27.2％と高い割合を占めている。

第25表　扶助費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 28年度 27年度

社 会 福 祉 費 41,793,455 27.2 35,628,080 24.3 6,165,375 17.3 0.3

老 人 福 祉 費 2,289,685 1.5 1,989,015 1.4 300,670 15.1 △2.4

児 童 福 祉 費 66,192,946 43.1 66,515,259 45.4 △322,313 △0.5 3.0

生 活 保 護 費 37,826,613 24.6 37,993,766 25.9 △167,153 △0.4 △0.8

災 害 救 助 費 1,120 0.0 2,010 0.0 △890 △44.3 △89.3

小 計 148,103,819 96.4 142,128,130 97.0 5,975,689 4.2 1.2

970,708 0.6 905,845 0.6 64,863 7.2 △1.9

4,553,800 3.0 3,512,590 2.4 1,041,210 29.6 107.1

0 0

153,628,327 100.0 146,546,565 100.0 7,081,762 4.8 2.4合　　　　　計
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　　エ　補　助　費　等

　　　　補助費等の状況は、第26表のとおりである。

        決算額は、841億642万円で歳出総額の12.4％を占めている。対前年度伸び率は3.5％減（前年度2.8％減）

　　　となっている。

　    　補助費等の内訳では、負担金・寄附金が主であり、なかでも一部事務組合に対するものが42.1％を占めてい

　　　る。補助交付金は17.9％を占めており、その他の34.3％の中には、公営企業会計（法適）に対する負担金・補

　　　助金も含まれている。

第26表　補助費等の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 28年度 27年度

国 ・ 県 に
対 す る も の

1,145,197 1.4 1,024,890 1.2 120,307 11.7 △68.8

一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の

35,387,538 42.1 36,152,065 41.5 △764,527 △2.1 △7.4

そ の 他 3,676,196 4.3 3,452,001 3.9 224,195 6.5 34.5

小 計 40,208,931 47.8 40,628,956 46.6 △420,025 △1.0 △9.5

15,068,229 17.9 15,795,230 18.1 △727,001 △4.6 △3.0

28,829,262 34.3 30,764,330 35.3 △1,935,068 △6.3 8.0

84,106,422 100.0 87,188,516 100.0 △3,082,094 △3.5 △2.8

　　オ　普通建設事業費

　　　　普通建設事業費の状況は、第27表のとおりである。

　　　　決算額は、935億340万円で歳出総額の13.8％を占めている。対前年度伸び率は9.7%の増（前年度0.2%増）

　　　となっている。

　　　　普通建設事業費の構成比は、補助事業費40.7％、単独事業費55.7％、その他が3.6％となっている。

  　　　対前年度伸び率は、補助事業費が5.0％減（前年度21.8％増）、単独事業費が24.4％増（前年度13.7％減）

　　　である。

　　　　目的別増減率では、総務費18.3％増（前年度11.5％減）、民生費37.0％増（前年度45.9％減）、衛生費

      減）土木費3.6％減（前年度16.4％増）、教育費31.2％増（前年度10.9％増）などとなっている。

      14.6％減（前年度56.7％減）、農林水産業費5.6％減（前年度26.6％増）、商工費25.1％増（前年度13.8％
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第27表　普通建設事業費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 28年度 27年度

38,053,976 40.7 40,076,954 47.1 △2,022,978 △5.0 21.8

52,092,560 55.7 41,860,620 49.1 10,231,940 24.4 △13.7

0 0 - 皆減

2,879,559 3.1 2,829,819 3.3 49,740 1.8 △8.9

99,443 0.1 1,546 0.0 97,897 6,332.3 △95.8

377,866 0.4 447,564 0.5 △69,698 △15.6 35.9

93,503,404 100.0 85,216,503 100.0 8,286,901 9.7 0.2

第28表　普通建設事業費の目的別内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 28年度 27年度

10,557,108 11.3 8,920,743 10.5 1,636,365 18.3 △11.5

3,174,289 3.4 2,316,592 2.7 857,697 37.0 △45.9

う ち 保 育 所 1,417,188 1.5 1,392,046 1.6 25,142 1.8 △5.7

2,282,400 2.4 2,674,111 3.1 △391,711 △14.6 △56.7

う ち 清 掃 費 1,103,115 1.2 2,011,955 2.4 △908,840 △45.2 △63.9

8,614,256 9.2 9,121,708 10.7 △507,452 △5.6 26.6

う ち 農 業 費 1,875,748 2.0 1,499,851 1.8 375,897 25.1 △31.7

う ち 農 地 費 2,410,524 2.6 2,112,851 2.5 297,673 14.1 △7.0

う ち 林 業 費 753,330 0.8 348,838 0.4 404,492 116.0 △11.5

2,259,190 2.4 1,805,247 2.1 453,943 25.1 △13.8

31,856,543 34.1 33,039,459 38.8 △1,182,916 △3.6 16.4

うち道路橋りょう費 18,381,188 19.7 18,309,212 21.5 71,976 0.4 15.9

う ち 都 市 計 画 費 6,438,255 6.9 6,436,688 7.6 1,567 0.0 △7.0

3,707,482 4.0 3,662,175 4.3 45,307 1.2 △32.4

31,040,650 33.2 23,665,680 27.8 7,374,970 31.2 10.9

う ち 小 学 校 費 7,871,325 8.4 9,431,851 11.1 △1,560,526 △16.5 53.0

う ち 中 学 校 費 3,655,161 3.9 3,608,860 4.2 46,301 1.3 △26.4

11,486 0.0 10,788 0.0 698 6.5 △68.1

93,503,404 100.0 85,216,503 100.0 8,286,901 9.7 0.2

そ の 他

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 費

商 工 費

同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

土 木 費

増　減　率
区　　　　分

平成28年度 平成27年度

消 防 費

教 育 費

県 営 事 業 負 担 金

合　　　　　計

増　減　率

補 助 事 業 費

区　　　　分
平成28年度 平成27年度

単 独 事 業 費

合　　　　　計

国 直 轄 事 業 負 担 金

総 務 費



　　カ　公　　債　　費

　　　　公債費の状況は、第29表のとおりである。

　　決算額は、777億2,269万円で、歳出総額の11.5％を占めている。対前年度伸び率は2.8％減（前年度3.6％減）

　　　となっている。

第29表　公債費の内訳

（単位：千円、％）

構成比 構成比 28年度 27年度

100.0 100.0 △2.8 △3.5

0.0 0.0 △63.6 △35.5

100.0 100.0 △2.8 △3.6

　　キ　積　　立　　金

　　　　積立金の状況は、第30表のとおりである。

　　決算額は、184億7,140万円で歳出総額の2.7％を占めている。対前年度伸び率は、旧合併特例事業債を財

　　　源とした積立金の減などにより、8.3％減（前年度14.8％増）となっている。

　　　　目的別では、財政調整基金が20.5％減（前年度12.9％増）、減債基金が82.7％増（前年度17.3％減）、

　その他特定目的基金が70.3％減（前年度23.9％増）となっている。

第30表　積立金等の状況
（単位：千円）

決算額(A)

77,710,848

11,840

77,722,688

決算額(B)

79,956,591

32,567

増　減　率

合　　　　　計

平成28年度 平成27年度
区　　　　分

79,989,158

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利 子 △20,727

△2,245,743

区　　　　　　　　分

平 成 27 年 度 末 現 在 高

平
成
28
年
度

積 立 金

歳 計 剰 余 金 処 分 に よ る も の

取 崩 額

調 整 額

平 成 28 年 度 末 現 在 高 67,629,014

93

6,187,601

7,416,531

△2,266,470

5,503,636

63,354,215

30,918,667

61

財政調整基金

△ 58

7,397,688

19,319,218

12,260,124

増　減　額

(A) － (B)

76,210,016

△ 212

491,539

8,727,983

3,378,244

74,857,157

その他特定目的基金

174,757,697

168,207,890

合　　　計

718,548

3,174,704

3,378,244

29,996,518

減 債 基 金



　　ク　公営企業会計等への繰出し

　　　　公営企業会計等への繰出し状況は、第31表のとおりである。

　①　法非適等

　　　　法非適用公営企業会計、国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計等及び定額運用基金等への繰出額

　　　は、668億532万円で歳出総額の9.9％を占めている。対前年度伸び率は1.6％減（前年度4.4％増）となった。

        繰出先別では、介護保険事業会計（保険事業勘定）への繰出しが201億7,731万円、構成比30.2％で最も多く

      次いで後期高齢者医療事業会計が25.9％、国民健康保険事業会計（事業勘定）が23.3％等となっている。

　      繰出しの目的別では、事務費53.4％、公債費財源15.2％、建設費1.1％、赤字補てん財源0.3％、運転資金

      0.1％の順となっている。

　②　法適

　　　　法適用公営企業会計への繰出額は、256億1,729万円で歳出総額の3.8％を占めている。 対前年度伸び率は、

　    3.0％減（前年度3.0％減）となっている。

　      繰出先別では、病院事業会計への繰出しが157億9,667万円、構成比61.6％で最も多く、次いで下水道事業

      会計が25.2％、上水道事業会計が7.7％等となっている。

繰出しの目的別では、事務費51.3％、公債費財源33.5％、建設費6.5％、赤字補てん財源4.2％、運転資金

　    2.1％の順となっている。

第31表　公営企業会計等への繰出しの状況

（単位：千円、％）

繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率

61,634,588 1.0 63,537,232 3.1 65,062,419 2.4 67,924,124 4.4 66,805,315 △1.6

う ち 下 水 道 11,277,401 △0.7 11,591,843 2.8 11,648,753 0.5 11,682,255 0.3 11,612,023 △0.6

31,147,842 △7.1 35,733,930 14.7 27,220,375 △23.8 26,406,360 △3.0 25,617,288 △3.0

う ち 病 院 20,528,617 △10.5 25,156,425 22.5 16,423,531 △34.7 16,060,087 △2.2 15,796,667 △1.6

法 適

法 非 適 等

平成28年度
区　　　　分

平成24年度 平成27年度平成25年度 平成26年度



　(3) 市部と町村部の性質別歳出の状況

      市部と町村部の性質別歳出の状況は、第32表のとおりである。

      義務的経費の占める割合は、市部49.3％（前年度49.3％）、町村部36.6％（前年度37.1％）であり、投資的

経費は、市部13.1％（前年度12.1％）、町村部16.1％（前年度14.8％）となっている。

      市部において義務的経費が町村部よりも高くなっているのは、生活保護に要する経費や児童扶養手当等が扶

  　助費に含まれていること等による。

      また、人口１人当たりでみると、市部は472,076円、町村部は640,982円となり、町村部が168,906円高くなっ

　  ている。

第32表　市部・町村部の性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 市部 町村部 市部 町村部

52,202,288 10.8 25,521,657 13.1 △2.8 △3.3 51,158 84,106

129,655,393 26.9 23,972,934 12.3 4.6 6.3 127,062 79,002

55,990,300 11.6 21,732,388 11.2 △0.9 △7.4 54,870 71,618

237,847,981 49.3 71,226,979 36.6 1.5 △1.6 233,090 234,726

62,700,112 13.0 30,803,292 15.8 10.6 8.0 61,445 101,511

補 助 事 業 費 27,679,125 5.7 10,707,441 5.5 △4.5 △6.5 27,125 35,286

単 独 事 業 費 35,020,987 7.3 20,095,851 10.3 26.4 17.8 34,320 66,225

267,060 0.1 565,508 0.3 △76.9 92.5 262 1,864

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

62,967,172 13.1 31,368,800 16.1 8.8 8.9 61,707 103,375

53,913,060 11.2 26,875,379 13.8 2.0 1.0 52,834 88,567

9,021,258 1.9 3,630,021 1.9 10.1 9.9 8,841 11,963

53,585,599 11.1 30,520,823 15.7 △5.3 △0.3 52,514 100,580

9,721,098 2.0 8,750,297 4.5 △6.0 △10.7 9,527 28,836

8,826,152 1.9 1,157,201 0.6 △1.8 △43.1 8,649 3,814

45,830,767 9.5 20,974,548 10.8 △1.4 △2.3 44,914 69,121

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

180,897,934 37.6 91,908,269 47.3 △1.4 △2.0 177,279 302,881

481,713,087 100.0 194,504,048 100.0 1.3 △0.3 472,076 640,982

※　人口は平成29年1月1日現在の住民基本台帳人口である。市部1,020,414人、町村部303,447人

※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

普 通 建 設 事 業 費

計

投
資
的
経
費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投資・出資・貸付金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

計

歳　　出　　合　　計

人口1人当たり決算額(円)
区　　　　分

市部 町村部

義
務
的
経
費

増　減　率

人 件 費

扶 助 費

公 債 費


